別記第１号様式（第７条関係）

第　　　号　
年　　月　　日　
熊本県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所
　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付申請書

　令和８年度（2026年度）において、水俣病公式確認70年地域提案事業を実施したいので、補助金　　　　　　　円を交付されるよう、水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付要項第７条の規定により、下記の関係書類を添えて提出します。

記

１　事業計画書（別記第２号様式）

２　補助金所要額調書（別記第３号様式）

３　歳入歳出予算書抄本

４　団体に関する調書（別記第４号様式）

５　役員、職員（事業関連者）名簿（別記第５号様式）

６　団体の目的等についての申立書（別記第６号様式）

７　その他参考となる資料
	担当者職氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


別記第２号様式
事業（変更）計画書

	１ 事業の名称
	

	
	

	２ 事業の目的
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	３ 事業の内容
	

	４ 事業実施予定期間
	　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

	５ 事業実施場所
	

	６ 事業費
	区分
	金額（円）
	備考

	
	補助対象経費（A）
	
	

	
	収入（B）
	
	

	
	差引（C=A-B）
	
	


※欄が不足する場合は、適宜別紙（Ａ４）を添付してください。

※事業内容変更以外の場合は、標題の（変更）を削除してください。

７　事業に係る資金明細書
（１）収入

	区　分
	予算額(円)
	備考

	水俣病公式確認70年
地域提案事業補助金
	
	

	自己資金、借入金等
	
	

	上記以外の補助金等※
	
	名称：

	その他（　　　　　　　）
	
	

	合　　計
	
	


※国又は県からの補助金収入がある事業は、この補助金の交付の対象外となります。

（２）支出

	区　分
	予算額(円) 
	経費内訳（積算根拠）

	補助対象経費
	賃金
	
	

	
	共済費
	
	

	
	報償費
	
	

	
	旅費
	
	

	
	需用費
	
	

	
	
	うち消耗品費
	
	

	
	
	燃料費
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	

	
	役務費
	
	

	
	
	うち通信運搬費
	
	

	
	
	広告料
	
	

	
	
	 手数料
	
	

	
	委託料
	
	

	
	使用料及び賃借料
	
	

	
	備品購入費
	
	

	
	負担金
	
	

	
	補助対象経費　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	
	補助対象外経費　計
	
	

	合　計
	
	


※欄が不足する場合は、適宜別紙（Ａ４）を添付してください。
８　実施スケジュール（予定）

	日付
	実施内容
	実施場所

	令和８年

４月

	
	

	５月
	
	

	６月
	
	

	７月
	
	

	８月
	
	

	９月
	
	

	10月
	
	

	11月
	
	

	12月
	
	

	令和９年

１月

	
	

	２月
	
	

	３月
	
	


※事業着手は、交付決定後になります。

※欄が不足する場合は、適宜別紙（Ａ４）を添付してください。
別記第４号様式

団　体　に　関　す　る　調　書
	団体種別
	

	団体名
	

	団体の所在地
	〒

	代表者
	氏　名
	

	
	住　所
	〒

	
	電　話
	

	設立年月日
	

	団体の目的
	

	団体会員数
	団体会員数　　　　　人（うち常勤職員　　　　人）

	主な活動地域
	

	これまでの主な活動内容
	

	団体の財政規模
	前年度決算　　　　　　　　　円

	（支出ベース）
	今年度予算　　　　　　　　　円

	機関紙の発行
	有
	機関誌名（　　　　　　　　　　　）
	無

	
	
	発行期間（定期　　回／年,　不定期）
	

	担当者
連絡先
	氏　名
	

	
	住　所
	〒

	
	電　話
	

	
	E-mail
	

	他団体等（熊本県を含む。）
からの資金助成及び委託
の実績（過去１年間）
	

	備　考
	


別記第５号様式

　　年　　月　　日
 eq \o\ad(役員、職員（事業関連者）名簿,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
団 体 名　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　

	役職名
	氏　名
	住所又は居所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※役員及び職員のうち、補助事業に携わる方について記載してください。

別記第６号様式

　　年　　月　　日
団体の目的等についての申立書

団 体 名　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　
本団体は、下記のいずれの事項にも該当することを、申し立てます。

記

１　宗教や政治活動を主たる目的とした団体でないこと
２　特定の公職者（候補者を含む）又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと
３　暴力団でないこと及び暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団体でないこと
別記第７号様式（第８条関係）

第　　　号　
　　年　　月　　日　
　熊本県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業の事業中止
（廃止）承認申請書
　令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、申請します。

記

１　中止（廃止）する補助対象事業名

２　中止（廃止）の理由

３　中止（廃止）後の措置

別記第８号様式（第８条関係）

第　　　号　
　　年　　月　　日　
　熊本県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業事故報告書
　令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業に事故が生じたので、次のとおり報告します。

１　事故が生じた補助対象事業名

２　補助事業の進捗状況

３　事故の内容及び原因

４　補助事業に係る収支予算、事故発生までに要した経費の収支状況及び補助金の交付決定額

５　事故に対してとった措置及びとるべき措置

６　その他必要な事項 
別記第９号様式（第８条関係）

第　　　号　

　　年　　月　　日　

　熊本県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業に係る財産処分
承認申請書

　令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業より取得した財産について、次のとおり処分したいので、申請します。

１　処分の種類　（該当するものに○）

　（ 転用　有償譲渡　有償貸付　無償譲渡　無償貸付　交換　抵当権の設定　取壊し又は廃棄 ）
２　処分の概要

	①間接補助事業者
	②施設名
	③所在地

	
	
	

	④施設（設備）種別
	⑤建物構造
	⑥処分に係る建物延面積
	⑦建物延床面積の全体

	
	造
	㎡
	㎡

	⑧補助相当額
（処分に係る部分の額）
	⑨補助額全体
	⑩総事業費
	⑪補助年度
	⑫処分制限

期間
	⑬経過年数

	　円
	　円
	円
	年度
	年
	年

	うち
	うち
	
	
	
	

	　
	国庫補助額
	　
	国庫補助額
	
	
	
	

	　
	　円
	　
	　円
	
	
	
	

	　
	県費補助額
	　
	県費補助額
	
	
	
	

	　
	　円
	　
	　円
	
	
	
	

	⑭処分の内容
	⑮処分予定年月日

	
	

	⑯譲渡予定額

（譲渡の場合）
	⑰評価額
	⑱評価額の算出方法（いずれかに〇）

	円
	円
	定率法　・　定額法　・　不動産鑑定額


３　経緯及び処分の理由

	


４　承認条件としての納付金（　有　・　無　）

〇→無の場合

「環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準について」（平成20年５月15日付け環境会発第080515002号）に定める「環境省所管の補助金等に係る財産処分承認基準」（以下「承認基準」という。）の第３「国庫納付に関する承認基準」の該当項目（番号を○で囲む）

　　　・地方公共団体　　　（１）→　（　②ア　②イ　②ウ　②エ　）
　　 〇→有の場合（承認基準第４の１（有償譲渡又は有償貸付）の該当項目（番号を〇で囲む）

　　　　（１）　①ア（ア）　　①ア（イ）
５　添付資料　

〇対象施設の図面（補助対象部分、面積を明記したもの）及び写真

〇補助金交付決定通知書及び確定通知書の写し（保管されていない場合は交付額を確認できる決算書でも可）

〇その他参考となる資料
（記入要領）

　１　処分の種類　　いずれか該当するものを○で囲むこと。
　２　処分の概要
　　(1)「④施設（設備）種別」には、補助金交付額確定時の補助対象施設（設備）又は補助事業に係る施設（設備）名を記載すること。
　　(2)「⑤建物構造」欄には、鉄骨鉄筋コンクリート、鉄筋コンクリート、ブロック造、鉄骨造、れんが造、石造等、建物構造について記入すること。
　　(3)「⑭処分の内容」欄には、次の例のように、財産処分の内容を簡潔に記載すること。
　　　例：○○施設を□□施設に転用。
　　　　　○○施設の一部を転用し、○○施設と□□施設に変更。
　　　　　○○施設の余裕部分（○○室）を□□事業を行う場所に転用。
　　　　　○○福祉法人○○に譲渡し、同一事業・定員で継続。
　　　　　○○設備が故障し修理不能となったため廃棄し、代替施設を自己財源で購入。
　３　経緯及び処分の理由
　　　財産処分をするに至った経緯と理由を記載すること。
　　　なお、地方公共団体が補助事業者等であって財産処分に伴い用途を変更する場合には、処分対象財産に係る更なる需要が見込めないことなど、地域における関係施策の推進に支障がない旨を確認し、その旨記載すること。
４　承認条件としての納付金
財産処分を承認するに当たり、納付金を国庫に納付する旨の条件が付される場合は「有」に、条件が付されない場合は、「無」を○で囲むこと。
その上で、承認を求める財産処分が該当する承認基準中の該当項目の番号を○で囲むこと。

　５　添付書類
　　(1)対象施設の全部を譲渡又は貸付する場合には、対象施設の図面や写真は添付しなくても構わない。
　  (2)補助施設建設工事完了の検査済証、備品納品書、補助施設の事業廃止を証明する資料など、経過期間の確認ができる資料の写しを必ず添付すること。
　　(3)その他参考となる資料については、適宜当該財産処分の内容や理由を補足する資料を添付すること。
別記第９号様式の２（第８条関係）

第　　　号　

　　年　　月　　日　

　熊本県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業に係る財産
処分等の報告について

　令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業より取得した財産の処分について、次のとおり報告します。

１　処分の種類　（該当するものに○）

　（　転用　　無償譲渡　　無償貸付　　交換　　取壊し又は廃棄　）

２　処分の概要

	①間接補助事業者
	②施設名
	③所在地

	
	
	

	④施設（設備）種別
	⑤建物構造
	⑥処分に係る建物延面積
	⑦建物延床面積の全体

	
	造
	㎡
	㎡

	⑧補助相当額
（処分に係る部分の額）
	⑨補助額全体
	⑩総事業費
	⑪補助年度
	⑫処分制限
期間
	⑬経過年数

	　円
	　円
	円
	年度
	年
	年

	うち
	うち
	
	
	
	

	　
	国庫補助額
	　
	国庫補助額
	
	
	
	

	　
	　円
	　
	　円
	
	
	
	

	　
	県費補助額
	　
	県費補助額
	
	
	
	

	　
	　円
	　
	　円
	
	
	
	

	⑭処分の内容
	⑮処分予定年月日

	
	


３　経緯及び処分の理由

	


４　「環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準について」（平成20年５月15日付け環境会発第080515002号）に定める「環境省所管の補助金等に係る財産処分承認基準」の第２の２の該当項目（番号を○で囲む。）

　　・地方公共団体　　　→　（１）ア　　（１）イ　　（２）

５　添付資料　

〇対象施設の図面（補助対象部分、面積を明記したもの）及び写真
〇補助金交付決定通知書及び確定通知書の写し（保管されていない場合は交付額を確認できる決算書でも可）
〇その他参考となる資料

（記入要領）

　１　処分の種類　　いずれか該当するものを○で囲むこと。

２　処分の概要

　　(1)「④施設（設備）種別」には、補助金交付額確定時の補助対象施設（設備）又は補助事業に係る施設（設備）名を記載すること。

　　(2)「⑤建物構造」欄には、鉄骨鉄筋コンクリート、鉄筋コンクリート、ブロック造、鉄骨造、れんが造、石造等、建物構造について記入すること。

　　(3)「⑭処分の内容」欄には、次の例のように、財産処分の内容を簡潔に記載すること。

　　　 例：○○施設を□□施設（定員○名）に転用。

○○施設の一部を転用し、○○施設（定員○名）と□□施設（定員○名） に変更。

○○施設の余裕部分（○○室）を□□事業を行う場所に転用。
　　　　　社会福祉法人○○に譲渡し、同一事業・定員で継続。
　　　　　○○設備が故障し修理不能となったため廃棄し、代替施設を自己財源で購入。
　３　経緯及び処分の理由
　　　財産処分をするに至った経緯と理由を記載すること。
　　　なお、地方公共団体が補助事業者等であって財産処分に伴い用途を変更する場合には、処分対象財産に係る更なる需要が見込めないことなど、地域における関係施策の推進に支障がない旨を確認し、その旨記載すること。
　４　財産処分承認基準通知の第２の２の該当項目
　　　承認を求める財産処分が該当する承認基準中の該当項目の番号を○で囲むこと。
５　添付書類
　　(1)対象施設の全部を譲渡又は貸付する場合には、対象施設の図面や写真は添付しなくても構わない。
　　(2)補助施設建設工事完了の検査済証、備品納品書、補助施設の事業廃止を証明する資料など、経過期間の確認ができる資料の写しを必ず添付すること。
　　(3)その他参考となる資料については、適宜当該財産処分の内容や理由を補足する資料を添付すること。
別記第10号様式（第８条関係）

第　　　号　
　　年　　月　　日　
　熊本県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業の仕入れに
係る消費税等相当額報告書

　　　年　　月　　日付け水俣保第　　号により交付確定通知があった水俣病公式確認70年地域提案事業補助金について、水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付要項第８条第10号の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付要項第14条に基づく交付確定通知書における交付確定額

金　　　　　　　　　円

２　補助金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額

金　　　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入に係る消費税等相当額
金　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）

金　　　　　　　　　円

５　参考となる他の書類（３の金額の内訳等）

別記第11号様式（第９条関係）

第　　　　号　

　　年　　月　　日　

（団体名）　　　　　　　　様

熊本県知事　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付
決定通知書
　　年　　月　　日付け　　第　　号で申請のありました水俣病公式確認70年地域提案事業補助金については、熊本県補助金等交付規則第４条の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので、同規則第６条の規定により通知します。

記

１　補助対象事業名

２　交付決定額
　　金　　　　　　　　　　円

３　補助の条件

本補助金の収受及び使用、対象事業の遂行等に当たっては、規則及び要項の規定を遵守すること。

別記第12号様式（第10条関係）

第　　　　号　

　　年　　月　　日　

熊本県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金変更
交付申請書

　　年　　月　　日付け水俣保第　　号で交付決定のあった水俣病公式確認70年地域提案事業補助金補助対象事業を下記のとおり変更したいので、熊本県補助金等交付規則第７条及び水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付要項第10条の規定により関係書類を添えて申請します。

記
１　補助対象事業名

２　補助金交付申請額　　　　　　金　　　　　　　円

（前回までの交付決定額　　　　金　　　　　　　円）

３　計画変更の内容及び理由

※事業変更計画書参照
４　補助金の額及び算出基礎

補助金所要額変更調書のとおり
５　提出書類

・事業変更計画書（別記第２号様式）
・補助金所要額変更調書（別記第３号様式の２）
・その他知事が必要と認める書類

	担当者職氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


別記第13号様式（第10条関係）

第　　　　号　

　　年　　月　　日　

（団体名）　　　　　　　　様

熊本県知事　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金変更
交付決定通知書
　　年　　月　　日付け　　第　　号で申請のありました水俣病公式確認70年地域提案事業の下記の変更については、熊本県補助金等交付規則第７条第２項により承認しましたので、同条第３項の規定により準用する同規則第６条の規定により通知します。

記

１　補助対象事業名

２　変更交付決定額　　　　　金　　　　　　　円

（前回までの交付決定額　　金　　　　　　　円）

３　変更の内容

別記第13号様式の２（第10条関係）

第　　　　号　

　　年　　月　　日　

（団体名）　　　　　　　　様

熊本県知事　　　　　　　　
令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金計画
変更承認通知書
　　年　　月　　日付け　　第　　号で申請のありました水俣病公式確認70年地域提案事業の下記の変更については、熊本県補助金等交付規則第７条第２項により承認しましたので、同条第３項の規定により準用する同規則第６条の規定により通知します。

記
１　補助対象事業名

２　変更の内容

別記第14号様式（第12条関係）
第　　　　号　
　　年　　月　　日　
熊本県知事　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金遂行
状況報告書
　　年　　月　　日付け水俣保第　　　号で交付決定のあった水俣病公式確認70年地域提案事業補助金補助対象事業の遂行状況について、熊本県補助金等交付規則第11条及び水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付要項第12条の規定により下記のとおり報告します。

記
１　補助対象事業名

２　交付決定額
３　着手年月日

４　完了予定年月日

５　令和　　　年　　　月末の出来高

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（支払済額）

	（事業進捗状況）


６　　備考　　　※事業実施上の問題点があれば記入してください。

	


別記第15号様式（第13条関係）

第　　　　号　

　　年　　月　　日　

　　熊本県知事　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金実績
報告書
　　年　　月　　日付け水俣保第　　　号で交付決定のあった水俣病公式確認70年地域提案事業について、熊本県補助金等交付規則第13条及び水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付要項第13条の規定により下記のとおり報告します。

記
１　補助対象事業名

２　補助事業の実績
　　　事業実績書のとおり
３　補助金の額及び算出基礎

補助金精算額調書のとおり

４　提出書類

・事業実績書（別記第２号様式の２）
・補助金精算額調書（別記第３号様式の３）

・歳入歳出決算書抄本
・その他事業の実施状況が分かる資料等

	担当者職氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


別記第２号様式の２
事業実績書

	１ 事業の名称
	

	
	

	２ 事業の目的
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	３ 事業の内容
	

	４ 事業実施期間
	　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

	５ 事業実施場所
	

	６ 事業費（決算額）
	区分
	金額（円）
	備考

	
	補助対象経費（A）
	
	

	
	収入（B）
	
	

	
	差引（C=A-B）
	
	


※欄が不足する場合は、適宜別紙（A4）を添付してください。

７　事業に係る資金明細書
（１）収入

	区　分
	決算額(円)
	備考

	水俣病公式確認70年
地域提案事業補助金
	
	

	自己資金、借入金等
	
	

	上記以外の補助金等
	
	名称：

	その他（　　　　　　　）
	
	

	合　　計
	
	


※国又は県からの収入がある事業は、この補助金の交付の対象事業外となります。

（２）支出

	区　分
	決算額(円) 
	経費内訳

	補助対象経費
	賃金
	
	

	
	共済費
	
	

	
	報償費
	
	

	
	旅費
	
	

	
	需用費
	
	

	
	
	うち消耗品費
	
	

	
	
	燃料費
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	

	
	役務費
	
	

	
	
	うち通信運搬費
	
	

	
	
	広告料
	
	

	
	
	 手数料
	
	

	
	委託料
	
	

	
	使用料及び賃借料
	
	

	
	備品購入費
	
	

	
	負担金
	
	

	
	補助対象経費　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	
	補助対象外経費　計
	
	

	合　計
	
	


※欄が不足する場合は、適宜別紙（Ａ４）を添付してください。
８　実施スケジュール

	日付
	実施内容
	実施場所

	令和８年

４月

	
	

	５月
	
	

	６月
	
	

	７月
	
	

	８月
	
	

	９月
	
	

	10月
	
	

	11月
	
	

	12月
	
	

	令和９年

１月

	
	

	２月
	
	

	３月
	
	


※欄が不足する場合は、適宜別紙（Ａ４）を添付してください。
別記第16号様式（第14条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 
（団体名）　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　熊本県知事　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付
確定通知書

　　　年　　月　　日付け水俣保第　　　号で交付決定しました水俣病公式確認70年地域提案事業については、熊本県補助金等交付規則第14条の規定により、下記のとおりその額を確定したので通知します。

記

１　交付確定額　　金　　　　　　　　　円

２　交付決定額　　金　　　　　　　　　円

別記第17号様式（第15条関係）

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金
交付請求書

　　　年　　月　　日付け水俣保第　　号で交付確定の通知がありました水俣病公式確認70年地域提案事業補助金として、下記の金額を交付されるよう熊本県補助金等交付規則第16条の規定により、請求します。

記

請求額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金振込先
	金融機関名
	　　　　　銀行　　　　　支店

	
	預金種目
	１　普通　

２　当座　　　　　　いずれかに○

	
	口座番号
	

	
	口座名義
	


　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　  　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　  　　　団 体 名

　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　 　

　　熊本県知事　　　　　　　　様

別記第18号様式（第15条関係）

第　　　　　号

　　年　　月　　日

　　熊本県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　 　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金概算払
申請書

　　年　　月　　日付け水俣保第　　号で交付決定のあった水俣病公式確認70年地域提案事業補助金の交付を下記のとおり概算払により受けたいので、熊本県補助金等交付規則第16条及び水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付要項第15条第２項の規定により、申請します。

記

１　概算払申請額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助対象経費
	交付決定額(ｱ)
	概算払

受領済額(ｲ)
	今回概算払

申請額(ｳ)
	残額

(ｱ)－(ｲ)－(ｳ)

	
	
	
	
	


２　概算払を必要とする理由及び概算払申請額積算の根拠

	（理由）

（積算根拠）




別記第18号様式の２（第15条関係）
令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金
概算払請求書

　　　年　　月　　日付け水俣保第　　号で交付決定のあった水俣病公式確認70年地域提案事業補助金のうち、下記の金額を交付されるよう熊本県補助金等交付規則第16条及び水俣病公式確認70年地域提案事業補助金交付要項第15条第２項の規定により、関係書類を添えて請求します。

記

請求額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金振込先
	金融機関名
	　　　　　銀行　　　　　支店

	
	預金種目
	１　普通　

２　当座　　　　　　いずれかに○

	
	口座番号
	

	
	口座名義
	


　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　住　  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　団 体 名

　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　

　　熊本県知事　　　　　　　　　様

別記第19号様式（第18条関係）
令和８年度（2026年度）水俣病公式確認70年地域提案事業補助金調書

　市町村名　　　　　　　　　　　　

	都道府県
	市町村
	備考

	歳出予算

科目
	交付決定の額
	補助率
	歳入
	歳出
	

	
	
	
	科目
	予算現額
	収入済額
	　
	科目
	予算現額
	
	支出済額
	
	翌年度

繰越額
	
	

	
	
	
	
	
	
	うち国庫補助金相当額
	
	
	うち国庫補
助金相当額
	
	うち国庫補助金相当額
	
	うち国庫補
助金相当額
	

	
	
	　
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


（注Ⅰ）１．間接補助事業者が市町村の場合、本様式を作成すること。


　２．「市町村」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目及び節を、歳出にあっては、款、項及び目をそれぞれ記載すること。


　３．「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等

の区分を明らかにして記載すること。



　４．「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載すること。









　５．補助事業費の市町村の歳入の「科目」に「前年度繰越金」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字の下欄に国庫補助金額を

　内書（　　）をもって付記すること。

（注Ⅱ）請負契約その他の契約を締結したときは①予定価格見積調書又はこれに代わるべき書類、②競争公告又はこれに代わるべき書類、③入札書及び入札経過調書又はこれに代わるべき書類、④契約書又はこれに代わるべき書類（工事請負契約書には該当工事の仕様書及び見積明細書を添付しておくものとする。）等の関係書類を５年間整理保存しておくものとする。
